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• 近年のグローバル化、SDGsへの関心の高まり

○グローバル化→先進国と発展途上国の経済格差

○SDGs→地球上の「誰一人取り残さない」社会の構築

先進国である日本がよりよい世界のためにできること

⇒発展途上国支援

はじめに



研究背景
• グローバル化による経済格差の露呈、進行

• SDGs達成のためへの持続可能な世界の構築

• 途上国支援は国際社会の一員として取り組むべき課題

• 日本企業の途上国支援の現状

現状分析



企業 相手国 概要

トヨタ自動車(株)
インドネシア
マレーシア

「トヨタエコユース」:マレーシアのUMWトヨタ
自動車が開始した環境改善プロジェクトの企画・
実施プログラム。

山崎製パン
カンボジア
ベトナム等

「ヤマザキラブ・ローフ募金」：FIDRと共催・実
施しているヤマザキラブ・ローフ募金に協賛し、
約3,700の販売店に募金箱を設置。

(株)リコー インド
「教育支援プログラム」:公益社団法人セーブ・
ザ・チルドレン・ジャパンと協働でインドにて実
施。学校に印刷機を設置。

キリン(株) スリランカ
「キリンライブラリー設立」:紅茶農園附属の学校
向けの図書寄贈活動を開始。

日本企業の途上国支援の例

（一般財団法人 CSO ネットワーク「グローバル企業は途上国の社会課題にどう取り組んでいるか？」*1、
山崎製パンHP「開発途上国支援」*2に基づき筆者作成）



• 日本企業の途上国支援は多岐にわたる

• しかし、全体としては途上国支援を行っている企業は少ない

◎よりよい世界のために必要不可欠な途上国支援

×実際に行っている企業は少ない

このギャップを解消する

現状分析



海外支援における民間資金の重要性

• 日本から途上国へ流れる資金のうち約８割が民間資金

• 「成長加速化のための

官民パートナーシップ」*3（2008年）

• ODAの役割の変化*4

（資金提供→民間資金の動員・触媒）

(外務省「2020年版開発協力参考資料集」、
「2018年版開発協力参考資料集」に基づき筆者作成)

現状分析

日本の途上国に対する資金の流れ



現在における途上国支援の重要性

• 途上国支援は社会的なイメージ向上だけでなく、

自国・自社の利益にもつながる

⇒途上国の発展により、新たな市場の獲得や活動しやすい環境の整備、

不足する人材の呼び込みを行うことができる

⇒経済協力により、途上国との良好な関係を構築し

資源の安定的な供給を受けることができる

現状分析



• 新型コロナウイルスは世界的な問題

支援を行う先進国も重大な危機にさらされている

• 途上国に流れる資金はコロナウイルスの影響で

大幅に減少すると推定*6

（2008年の金融危機の影響を約6割上回る）

• コロナ危機以前から危機的であった

資金調達はさらに大きな打撃

• コロナ以前の水準に戻るのかは不透明 （OECD The impact of the coronavirus
(COVID-19) crisis on development 図３より）

現状分析



途上国支援の定義

• ここでは、途上国支援はCSR（企業の社会的責任）に含まれるものと捉える

• ODAの定義*7と『ISO 26000』ならびに『JISZ 26000』を参考*8

※『ISO 26000』と『JISZ 26000』

『ISO 26000』とは国際標準化機構が2010年に発効した組織の社会的責任に関する
世界初のガイダンス文書であり、『JISZ 26000』は『ISO 26000』を基に、技術的
内容及び構成を変更することなく2012年に経済産業省が作成した日本工業規格

現状分析



• ODAとは、開発途上国への資金の流れのうち

①公的機関またはその実施機関によって供与される

②開発途上国の経済開発や福祉の向上に寄与することを主たる目的とする

③譲許的性格を有する（有償資金協力の場合、貸付条件（金利、償還期間等）

が受取国にとって有利に設定されている）、 以上3つの要件を満たすもの

• 社会的責任とは

組織の決定及び活動が社会及び環境に及ぼす影響に対して、持続可能な発展へ
の貢献やステークホルダーの期待への配慮、法令の遵守及び国際行動規範の尊重
等の、透明かつ倫理的な行動を通じて組織が担う責任

以上より本研究では、途上国支援を「開発途上国の経済開発や福祉の向上に寄与
することを主たる目的とした民間企業による支援であり、社会及び環境に及ぼす
影響に対して責任を持ち、ステークホルダーの期待や持続可能な発展への貢献に
つながるもの」と定義

現状分析



• 途上国支援は、国際社会の一員として行う必要がある活動

• 特に民間資金の重要性は今後も増大する

→民間企業による途上国支援は非常にニーズが高い

しかしながら現状の普及は進んでいない

問題意識



• より効果的な途上国支援を行うには、企業に明確な経営目的や積極性が必要

• 日本企業の途上国支援を後押しするため、途上国支援と財務パフォーマンスの
関係性を分析し、途上国支援による効果を明らかにする

• 途上国支援の社会的意義だけでなく、

財務的意義を示せれば企業が途上国支援を行うインセンティブになり得る

日本企業が途上国支援を増加させ、ビジネス機会の拡大、

日本の国際社会での立ち位置を向上させることを目的として本研究を行う

問題意識



先行研究・本研究の位置づけ

先行研究（１）

大浦(2017)「CSRへの取り組みと財務パフォーマンスの関係性」

⇒仮説「CSRの取り組みと財務パフォーマンスには正の関係性がある」

〇分析

説明変数･･･「ROA」「ROE」

⇒企業の収益効率を判定する指標

被説明変数･･･「人材活用」「環境」「企業統治」「社会性」

⇒CSR企業総覧による分野別のCSR評価



先行研究・本研究の位置づけ

〇結果

「人材活用」･･･ROA,ROEに正に有意

「社会性」 ･･･ROAに正に有意

「環境」 ･･･非有意

「企業統治」･･･非有意

⇒仮説「CSRの取り組みと財務パフォーマンスには正の関係性がある」
部分的に支持される

本研究では、分析手法等を参考にした。



先行研究・本研究の位置づけ

先行研究（２）

荒木(2009)「CSR活動と財務業績の関係に関する実証分析

業種別の特徴と個別のCSR活動に着目して」

⇒仮説「CSR評価は財務評価と正の相関関係をもつ」

〇分析

建設業、電気機器業、情報・通信業、小売業、サービス業について

CSR評価･･･「人材活用」「環境」「企業統治」「社会性」

財務評価･･･「成長性」「収益性」「安全性」「規模」

⇒それぞれの相関を調べる



先行研究・本研究の位置づけ

〇結果

業種全体でCSR評価と財務評価は正の相関をもつ

「サービス業」では弱く、「情報・通信業」強く表れた

⇒仮説「CSR評価は財務評価と正の相関関係をもつ」

業種全体では支持される

業種によって相関の現れ方に違いがある。

本研究では、業種の絞り方を参考にした。



先行研究・本研究の位置づけ

本研究の位置づけ

先行研究にはなかった民間企業の途上国支援に注目し、
財務パフォーマンスとの関係を分析する

⇒民間企業の途上国支援に財務的な意義を見出し、
取り組みの増加につなげたい



仮説

仮説：「途上国支援を行う企業ほど財務パフォーマンスが良い」

①PBV理論（Barney,1991）
自社の経営資源を構築・活用することで競争優位を確立することができる

⇒CSR活動：コーポレートレピュテーション(評判)という経営資源を醸成し、
競争優位につながるもの（加賀田,2008）

事業活動に対するビジネス・レピュテーション
+

社会活動に対するソーシャル・レピュテーション



仮説

②ステークホルダー理論（Freeman,1984）
企業は潜在的に企業利益に影響を与えるステークホルダーに配慮することで
財務パフォーマンスを向上させることができる。

①②より、途上国支援とは、
ステークホルダーに配慮した取り組みで、事業活動と社会活動の両面で
プラスのコーポレートレピュテーションを醸成することができるもの。

⇒競争優位が高まり、財務パフォーマンスが向上すると考える

⇒仮説：「途上国支援を行う企業ほど財務パフォーマンスが良い」



分析方法

〇重回帰分析

説明変数が被説明変数に与える影響を分析する

〇使用データ

「CSR企業総覧2021年版」･･･調査企業のCSRデータをまとめたもの

⇒「情報・通信業」144社,「サービス業」158社,「建設業」76社



分析方法

〈推定式〉

𝐹𝑖𝑛𝑎𝑛𝑐𝑖𝑎𝑙𝑖 = 𝛼 + 𝛽1𝑠𝑜𝑐𝑖𝑒𝑡𝑦𝑖 + 𝛽2𝑜𝑣𝑒𝑟𝑠𝑒𝑎𝑠𝑎𝑖𝑑𝑖 + 𝛽3𝑠𝑜𝑐𝑖𝑒𝑡𝑦𝑖 × 𝑜𝑣𝑒𝑟𝑠𝑎𝑠𝑎𝑖𝑑𝑖

+𝛾1𝑠𝑎𝑓𝑒𝑡𝑦𝑖 + 𝛾2𝑙𝑜𝑔(𝑠𝑖𝑧𝑒𝑖) + 𝛾3𝑠𝑐𝑎𝑙𝑒𝑖 + 𝑢

被説明
変数

𝐹𝑖𝑛𝑎𝑛𝑐𝑖𝑎𝑙 財務の収益性：1～5段階評価

説明
変数

𝑠𝑜𝑐𝑖𝑒𝑡𝑦 CSRの社会性：1～5段階評価

𝑜𝑣𝑒𝑟𝑠𝑒𝑎𝑠𝑎𝑖𝑑 途上国支援、BOPビジネス*の有無：０～２で変数化

コント
ロール
変数

𝑠𝑎𝑓𝑒𝑡𝑦 財務の安全性：1～5段階評価

𝑙𝑜𝑔(𝑠𝑖𝑧𝑒) 企業規模（従業員数）：自然対数をとって桁数を合わせた

𝑠𝑐𝑎𝑙𝑒 企業規模（財務規模）：1～5段階評価

*BOPビジネス･･･途上国の低所得層にとって有益な製品・サービスを提供し、当該国の支援と、企業の発展につながるビジネス



基本統計量



➢ 社会性
・情報通信業：ー
・サービス業：
・建設業：

➢ 途上国支援
・情報通信業：ー
・サービス業：
・建設業：

➢ 社会性×途上国支援
・情報通信業：＋
・サービス業：
・建設業：

➢ 安全性
・情報通信業：＋
・サービス業：＋
・建設業：＋

➢ 規模（従業員数）
・情報通信業：＋
・サービス業：＋
・建設業：

➢ 規模（財務規模）
・情報通信業：
・サービス業：＋
・建設業：

分析結果



先行研究【荒木（2009）】：

業種全体で社会性と収益性には正の相関があり、統計的に有意である

予想：社会性・途上国支援は収益性に正の影響を与える

今回の結果：社会性・途上国支援は収益性に負の影響を与える

情報通信業において統計的に有意な結果である

考察



要因

今回使用した2020年のデータでは新型コロナウイルスの影響を受けた企業が多い
↓

• 財務面で影響を受けたためにCSR や途上国支援への注力できなかった
• CSRや途上国支援をしたことによる収益への正の影響を得られなかった

課題

• 数年分のデータを用いて分析を行う
• CSR企業総覧のデータはアンケートに回答した企業のみのデータ
→企業全般を対象としたより偏りの少ないデータを用いる

考察



使用データ

・週刊東洋経済.臨時増刊(2021)『CSR企業総覧. ESG編』東洋経済新報社
・週刊東洋経済.臨時増刊(2021)『CSR企業総覧. 雇用・人材活用編』東洋経済新報社

先行研究

・大浦真衣（2017）「CSR への取り組みと財務パフォーマンスの関係性―上場企業のパ
ネルデータを用いた実証分析―」『ノンプロフィット・レビュー』17巻,1号,pp.49-62

・荒木真貴子(2009)「CSR活動と財務業績の関係に関する実証分析 : 業種別の特徴と個別
のCSR活動に着目して」『創価大学大学院紀要』31号.pp.13-31

・Barney, Jay (1991) Firm resources and sustained competitive advantage, Journal
of Management, vol.17, no.1, pp.99–120

・ Freeman, Edward R. (1984) Strategic Management: A Stakeholder Approach,
Pitman Publishing

・加賀田和弘（2008）「CSR と経営戦略― CSR と企業業績に 関する実証分析から」
『総合政策研究』no.30, pp.37–58
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